
ICTにより健康・快適を実現する市民参加型スマートシティ実行計画（札幌市）

健康寿命が全国平均を下回り、政令市の中でも下位に位置している現状に対し、
市民参加型のスマートシティにより健康と賑わいの向上を目指す。

●健康指標：
平均歩行時間 約20分／日の増加（約30％増）(2024年)

●賑わい指標：
観光消費額 7000億円／年（約20％増）(2024年)

目標

取組概要

体制

将来像
健幸ポイント等のインセンティブにより行動変容を促すとともに、移
動や健康のビッグデータを取得し、まちづくり・健康サービスに活用

エリアマネジメント

ウォーカブルな
まちづくり

スマホを活用して市民の歩数を計
測し、歩数に応じて公共交通等で
使える「健幸ポイント」を付与

健幸ポイント
移動軌跡データ健康関連データ

健康サービス
歩行活動促進

アプリで健康サービス提供 歩きたくなるまちづくり
効率的な除雪

健康・賑わいの向上

ダッシュボード
スマートプランニング

市民参加・行動変容

アプリによる
健康アドバイス

（都心部）

（郊外部）

健幸ポイントによる
歩行の促進

スマートスノーによ
る効率的な除雪

スマートプランニングによる
歩きたくなる空間の整備

健幸ポイントによる
公共交通利用の促進

アプリやサイネージで
のイベント情報提供等
による回遊促進

スケジュール

・札幌市
（統括、都市施策・保健施策との連携調整）

・札幌都心版データ
プラットフォーム活用
コンソーシアム
・SARD
(札幌市ICT活用プラット
フォームの運用・利活用)

・筑波大
久野教授
（政策指導）

・日建設計総合研究所
（統括、スマート・プランニング）
・つくばウェルネスリサーチ
（健幸ポイント、施策見える化）
・イオン北海道（健幸ポイント）
・戸田建設（スマートスノー）
・トーマツ（スマート・エリアマネージメント）
・タニタヘルスリンク
（健幸ポイント、健康データ管理）
・フェリカポケットマーケティング
（システム開発・提供）

行政

関連組織 有識者

民間企業

2021年実装（一部地域）

健康ポイント

2022年実装

ダッシュボードｽﾏｰﾄﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ ｽﾏｰﾄｽﾉｰ健康支援アプリ

別紙２



2030年度実装

スケジュール

イノベーションの駆動力としてのスマートシティ実行計画（仙北市）

グローカル・イノベーションを具体化し、市民生活の質の向上、産業の活性化、雇
用の拡大等、地域内の生産性向上を目指す。

・自動運転型モビリティサービス売上高 ： 0円（現状） → 4,300,000円（2030年度）
・水素供給サービス売上高 ： 0円（現状） → 1.1億円（2030年度）
・観光宿泊者数 ： 514,256人（現状） → 860,000人（2030年度）
・農業産出額 ： 56.2億円（現状） → 60.0億円（2030年度）
・ドローン物資配送サービス売上高 ： 0円（現状） → 1,000,000円（2030年度）

目標

取組概要

体制

将来像

自動運転バス 観光施策高度化スマート農業 ドローン物流配送
水素エネルギー
域内活用

無人自動運転
車両を活用した
移動型サービス

スマート農業

ドローンによる
物流サービス

観光施策の
高度化

水素エネルギーの
域内活用

（水素ドローン）

ＡＩ深層学習のためのデータ取得を先行実施し、
条件の悪い地方での課題を踏まえたサービスの実
現に取り組む

各種センシングやドローン・ＡＩ等の活用、農業の
経験知や技能の見える化による新規就農者獲得、
就農年齢延伸を図る

非効率な配送となる低密度集落において、ドロー
ンによる生活物資等の配送サービスの実現に取り
組む

観光人流データに基づいた観光戦略により、通過
型観光地から滞在型観光地への転換、観光消費
額の向上を目指す

玉川温泉水から得られる水素の域内での安定的
な生成、産業化を目指すとともに、ドローンの燃料
電池としての搭載を検討



スマートシティ「つくばモデル」実行計画（つくば市）
高齢者等の交通移動弱者の社会参画を促すため、自家用車に依
存することなく、安心・安全・快適に移動できるモビリティを提供すること
によって外出のしやすいまちを目指す。

・日常交通手段が自家用車である人の割合 85.8％（現状） → 83.5％(2024年度)
・高齢者が安心して暮らせると感じる人の割合 31.4％（現状） → 34.4％(2024年度)
・スマートシティプロジェクトの利用者満足度 －％（現状） → 47.2％(2024年度)

目標

取組概要

スケジュール

公共交通機関の
運行最適化

顔認証技術を用いた
モビリティサービス

交通移動弱者
への移動支援

将来像

各種社会サービスへ展開
された顔認証キャッシュレス
決済・施設受付

ＡＩを活用した渋滞事前予測
交通流のデータを
取得、分析すること
で、渋滞を事前予測
するとともに解決につ
ながる最適な交通
モデルを確立

顔認証を活用した高齢者の外
出促進
顔認証技術を用いた、
「バス乗降」、「決済」
など高齢者の外出促
進につながるサービ
スの展開、仕組の構築

パーソナルモビリティの導入
交通移動弱者の移動
支援として人の生理系
とモビリティの一体化や
歩行者信号情報システ
ムと連動した小型モビリ
ティを実装

公共交通の最適な運行モデル
人流のデータを取得、
分析することで、待ち
時間コストが最小に
なる運行計画の導出
など、公共交通機関
の最適な運行モデルを構築

体制

～2021年度実証
・渋滞未然防止策の現場実証
・適正な運行ダイヤ等の検討
・顔認証によるＭａａＳの実証
・パーソナルモビリティの現場実証

2022年度～実装
・渋滞未然防止策の実行
・新たな公共交通運営形態等の検討
・顔認証による各種サービスの実装
・パーソナルモビリティの実装



宇都宮スマートシティモデル推進計画（宇都宮市）

観光客の平均滞在時間 4.3時間（現状）→5時間（2022年度）
大谷地域の年間入込観光客数 77万人/年（現状）→ 93万人/人（2022年度）
公共交通利用者数 【現状】3,351万人/年 （現状）→ 3,500万人/年（2022年度）
再エネの地産地消によるCO2削減量 0 （現状） →7,800t-CO2/年（2022年度）

目標

取組概要

体制

スケジュール

将来像

顔認証技術等の活用し、
まちなかの利便性向上

スマート・ホスピタリティ
ルネッサンス大谷

スマート・モビリティ

ＩＣＴを活用した交通利
便性の向上

決済画面

スマート・エネルギー

LRTや公共施設等への再
エネ供給による脱炭素化

人の流れと連動した公共
交通による移動の最適化

電力、人流データ等との
連動よる電力消費の削減

Uスマート推進協議会
宇都宮大学民間事業者

21者

地域のステークホルダー
地域の
課題等
を共有

・交通事業者
・商店街
・観光事業者

など
実装に
向けた
協力

連携

早稲田大学

・地元住民

2022年以降順次実装2021年以降順次実装

観光MaaS 顔認証決済予約配車システム 再エネ活用グリーンスロー
モビリティ

運行
データ

購買
データ

施設
データ

データプラットフォーム

人流
データ

移動
データ

電力
データ

国内初の全線新設軌道のLRTを軸に「モビリティ（AI運行等）×ホスピタリティ（生体認証等）×エ
ネルギー（地域新電力等）」などを通じて、だれもが自由に移動でき、便利で楽しく過ごせる、クリーン
なまち『地域共生型スマートシティ※』を実現。
※ＩＣＴ（情報通信技術）が人やモノの活動をサポートし，様々な分野における市民の身近な暮らしの利便性向上や活力あるまちの形成を図ります。

国土交通
データプラット
フォーム
との連携

再エネ利用による低炭素で
強靱なまちの実現



毛呂山町スマートシティ先行モデル事業実行計画（毛呂山町）

民間主体のまちづくり会社による新技術を活用した事業展開で、小規模自治体
における持続可能な地域づくりに資する社会システムを構築。

・毛呂山町新規進出企業数：10社（2030年）
・目白台における自家用車依存率：76％（現状）→60％（2030年)
・義務的経費比率：48.5％未満を実現（2024年）

目標

取組概要

スケジュール体制

インフラ管理自動運転
バス

持続可能
エネルギー

農業生産性
向上

再生可能エネルギーや蓄電池により日常利用と
被災停電時非常利用可能な電力分散自律
化を地域グリッド化も目指し推進

無人型作付けや収穫を実現する自動耕作や
鳥獣監視及び対策のドローンで農業生産性を
向上

将来像

ＩｏＴ基幹
インフラ

官民データを活用にむけ、 IoT基盤として既存
通信網や埼玉県が整備したLPWAを活用し、
各種端末との連携を進める

飛び地のニュータウンであり、鉄道駅徒歩圏外
である目白台地区に、独立採算による鉄道駅
までの自動運転バスを実装し、中山間地域等
への展開も検討

目白台地区

まちづくり会社
出資 事業推進主体

毛呂山町スマートシティ協議会

毛呂山町 清水建設
ビコー

デロイトトーマツ

連携
地元金融機関

業務
委託

出資（予定）

2023年実装

自動運転バス 自動耕作・農業ドローン

2024年以降実装

行政効率化 RPAの導入等、先端自動化技術による公共
サービス効率化及び収益性改善を実現

※2020年4月現在F/S中の事業も含む

持続可能エネルギー推進

年実装2021年実装

RPA

IoT基幹 インフラ
（既存通信網・LPWA等）

自動運転バス
持続可能エネルギー

自動耕作・
農業ドローン

町役場等でのRPA導入



2021年度実装

スケジュール

柏の葉スマートシティ実行計画（柏市）

「公・民・学連携」＋「データ駆動」による地域運営を通じ、駅を中心とするスマー
ト・コンパクトシティとして「進化し続けるまち」を目指す。

世帯別人口、事業所数、住民満足度の増加
[モビリティ] 公共交通利用者数増加、駅周辺の歩行者量増加 等
[エネルギー] CO2削減量、電力融通量の増加 等
[ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｽﾍﾟｰｽ] 施設回遊度合いの増加、道路維持管理コスト削減 等
[ウェルネス] 健康数値が改善した人の割合、病院内待ち時間 等

※今後、目標数値の設定を検討

目標

取組概要

体制

将来像

駅を中心とする地域内移動の利便性向上
• 自動運転バスの導入
• 駅周辺交通の可視化・モニタリング

モビリティ
駅を中心とするスマート・コンパクトシティ

脱炭素社会に向けた環境にやさしい暮らし
• ＡＥＭＳクラウド化と需要予測の精度向上
• 太陽光発電の保守管理プラットフォーム

エネルギー

人を呼び込み、暮らしを支える都市空間形成
• ＡＩカメラ・センサーによるモニタリング・データ活用
• センシングとＡＩ解析による予防保全型維持管理

パブリックスペース

あらゆる世代が健康で生き生きと暮らせるまち
• 個人向け健康サービス（柏の葉パスポート）
• 病院内の人流把握による患者サービス向上

ウェルネス

TRY the Future －進化し続けるまちー
「公・民・学連携」＋「データ駆動」による地域運営
駅を中心とするコンパクトシティのモデル

データプラッ
トフォーム

(民間型データプラットフォーム) 三井不動産、凸版印刷、日本ユニシス、日立製作所
(公共型データプラットフォーム）柏市、日本電気(NEC)

モビリティ 柏市、三井不動産、UDCK、アイ・トランスポート・ラボ、柏ITS推進協議会、首都圏新都市
鉄道(TX)、長大、東京大学ﾓﾋﾞﾘﾃｨ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ連携研究機構、パシフィックコンサルタンツ

エネルギー 三井不動産、UDCK、日建設計グループ、日建設計総合研究所、日立製作所、ヒラソル・エ
ナジー、各施設管理者、住宅管理組合

パブリック
スペース

柏市、三井不動産、UDCK、UDCKタウンマネジメント、奥村組、川崎地質、富士通交通・
道路データサービス、関係機関、カメラ設置会社

ウェルネス 柏市、三井不動産、UDCK、国立がん研究センター東病院、産業技術総合研究所、日立
製作所、nemuli、サービサー、東京大学高齢社会総合総合研究機構

柏市、三井不動産、UDCK、UDCKタウンマネジメントを中心とした体制

駅周辺エリアに集まるデータの収集と活用
サイバー空間が支えるコンパクトな生活圏の形成

自動運転バス 駅周辺交通可視化 柏の葉パスポートAEMS高度化 ＡＩモニタリング

2022年度実装

予防保全型維持管理



大手町・丸の内・有楽町地区スマートシティ実行計画（千代田区）
日本経済を牽引する東京都心のエリアとして、IoTやAI等の技術や都市のデータを活用すること
で、 「既存都市のアップデートとリ・デザイン」を「公民協調のPPP、エリアマネジメント」によって実現
し、新たな価値を創出する仕組みを構築して時代をリードする国際的なビジネスのまちを目指す。

データの利活用による経済効果 645億円/年(2025年度)
歩数増に伴う医療費抑制額 21億円/年(2025年度)
ロボット導入経済効果（※） 18億円/年(2025年度)

※代替した人が生み出す別サービスの経済効果

目標

取組概要

スケジュール

将来像

エリアマネジメントの
リ・デザインループ

データ収集リ・デザイン計画

シミュレーションリ・デザイン実行

人々が活発に「交流」し、
熱量がある街へ

どんな時でも「快適」かつ
「スマート」に過ごせる街へ

特別な「非日常」の
体験に出会える街へ

緊急時でもより「安全」
「安心」に過ごせる街へ

デジタル大丸有

リアル大丸有

快適性の向上 健康増進
運動履歴、体重や血圧等
の健康データの解析による
健康関連情報の配信や
サービスを提供

警備、物流、清掃
等、人手が不足し
ている業務の代替
としてロボットを活用

都市データを統合する「大丸有版都市OS（デジタルマッ
プ・ツイン含む）」、様々なデータを利用促進する「データ
ライブラリー」の整備。センサー等の設置

都市の緑や気象等の環境デー
タをリアルタイムに可視化・シミュ
レーションすること等で快適に過
ごせる空間の情報を発信

体制

※写真はイメージ画像

リアルタイムに人の移動・滞留
や被害等の状況を収集の上、
分析・可視化し広域TV情報
も含め、災害対策機関・滞在
者に避難情報等を提供

デジタル基盤の整備

2020年実装

健康アプリ

2022年頃実装

災害対応

2023年~2025年頃までに
順次実装・内容拡大、連動

快適な空間整備
空間情報の発信 ロボットの活用

デジタル基盤
整備・連携

多様な主体の連携・エコシステム

都市データを可視化・分析する「ダッシュボード」構築による
災害対応の向上、都市のリ・デザイン等を検討したりイベン
ト時等の事前対応を検討する「シミュレータ」を構築。

リアル社会での多様な主体・組織
間連携、サービス間の連携の促
進。持続的な体制・連環の構築

サ
ー
ビ
ス
間
の
連
動

リ
ア
ル
取
組
の
拡
大
と
取
込
に
よ
る
進
化

新
モ
ビ
リ
テ
ィ
導
入
・
移
動
の
連
携
に
よ

る
サ
ー
ビ
ス
進
化

物
理
的
な
展
開
範
囲
の
拡
大

エ
リ
ア
全
体
で
の
展
開

エ
リ
ア
間
連
携
で
の
展
開

（区域の発展的課題を解決する取組の一部）

MICE来街者用サービス
アプリ、バリアフリー対応
サービス等の実装

発展・新
サービス

エリア・内容拡大、連動 ダッシュボード、シミュレー
タ、MICEアプリ等

災害対応ロボットの活用



豊洲スマートシティ実行計画（江東区）
豊洲エリアの魅力・施設、スマート化された食や移動等の都市機能をつなぎあわせ、
まちの課題を解決するとともに、多様な施設・個人が共存共栄しながら、
未来の働き方、住まい方、遊び方を実現する「ミクストユース型未来都市」を目指す。

・スマートモビリティの利用者数
・商業施設等来訪者数
・商業施設等内各箇所滞留時間
・エリア内店舗売上高 等

目標

取組概要

体制

スケジュール

将来像

※今後、現状を実測し、目標値を設定する予定

安心・安全になる移動する

都市OS・
データプラット
フォーム

◆ スマート観光

◆スマートモビリティ

遊ぶ

インバウンド観光客に対する
多言語対応音声AIを活用し
たシームレスな案内
(店舗の満空情報等)

◆ スマートイート
食べる

多言語、
キャッシュレス
決済に対応した
フードモビリティショップの展開

◆ AI防災
豊洲エリア内を
シームレスに周遊する
パーソナル/オンデマンド
モビリティサービスの提供

・データ連携
・プランニング
・共通機能提供
（認証・決済等）

AIを活用し、
災害情報の
収集･分析･
整理し、適切なリアルタイム情報
を伝達

バーチャル豊洲（3Dモデル） 交通データ

連携機関

東京大学

地元組織

豊洲スマートシティ連絡会

豊洲スマートシティ推進協議会

幹事会 ：東京都、江東区、
IHI、清水建設、東京ガス不動産、三井不動産

幹事以外 ：幹事以外の推進協議会構成員

観光WG、モビリティWG、ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑWG

構成員：IHI 、NTTデータ、清水建設、TIS、東京ガス不動産、
東京地下鉄、日本総合研究所、日本電気、日立製作所、
三井住友銀行、三井住友カード、三井不動産、三菱地所 連携

2021年度実装2020年度実装

AI防災
(情報共有)

スマートイート
(キャッシュレス)

スマートモビリティ
(パーソナルモビリティ)

スマート観光
(インクルーシブナビ、
ARを活用した案内)

スマート観光
(満空サービス)

サイネージや
スマホで
空き情報を
展開

※導入しようとしている技術等を仮想の街並みに表現した将来イメージ図です

※実装別途協議

（出典）（株）Mellow

（出典）Linkage.LLC

※実装に当たっては、実証実験等の結果を踏まえて調整

健康と楽しさが
融合した新たな
ライフスタイル

快適で自由な
働き方

リアルとバーチャルが
融合した豊洲でしか

味わえない体験

（出典）電動キックボード ：(株)Luup、ﾊﾞｲｸｼｪｱ：(株)ﾄﾞｺﾓ・ﾊﾞｲｸｼｪｱ



2024年度以降実装2023年度実装

スケジュール

「VIRTUAL SHIZUOKA」が率先するデータ循環型SMARTCITY実行計画（静岡県）

3次元点群データで創る「VIRTUAL SHIZUOKA」をあらゆる分野へ活用し、
誰もが安全・安心で利便性が高く快適なまちを目指す。

・くらし満足度の向上・住みやすさ指標 ６０代以上で１割向上
・ＶＲコンテンツによる観光客数の増加
・災害時の通行止め日数 ２割削減
・ＶＲを活用した防災訓練による意識向上
※定量目標については、今後取得していくデータ等に基づき設定、改善していく予定

目標

取組概要

体制

将来像
MaaSと連携した自動運転 VIRTUAL SHIZUOKA 構想

VRバーチャルツアー 防災シミュレーション自動運転技術 災害状況把握 インフラ維持管理

3次元点群データを、インフラ維持管
理や自動運転、観光や防災・減災等、
あらゆる分野において「共有・利活用」
し、様々なデータベースと連携すること
により、効率的・効果的なデータ循環
型のスマートシティを目指す

伊豆観光型MaaSとの連携概要 【地域交通＋観光交通】
自家用車に代わる快適な移動を実現する

• 3次元点群データを活用したVR
コンテンツにより、時間や天候、
障がいの有無に左右されない
魅力を体感

• 伊豆半島ジオパークミュージアム
（ジオリア）にVRを設置し、
バーチャルツアーの有効性を検証

3次元点群データから作成される
高精細3次元デジタル地図を活用

事業計画、通信、共通基盤

自動運転用地図作成

自動運転車両

伊豆観光型MaaS連携

SNSデータ解析

３次元位置情報 等

地元調整 等

３次元点群データ取得

「VIRTUAL
SHIZUOKA」
が率先する

データ循環型社会
コンソーシアム

ソフトバンク

ダイナミックマップ基盤

タジマモーターコーポレーション

東急

ナイトレイ

パスコ、三菱電機、三菱総研

熱海市、下田市

静岡県

事務局
（静岡県）

観光政策へのＶＲ活用
県土の3次元化 あらゆる分野へデータを活用

サイバー空間
（仮想）

フィジカル空間
（現実）



ふじえだスマートコンパクトシティ実行計画（藤枝市）

市民の利便性向上につながる先端技術を生かしたサービスと、データ活用に向けた
都市OSの構築でスマート・コンパクトシティを実現。

・25歳～29歳のUIJターン者数 100人増（2029年）
・子育て世代の転入者数 250人増（2029年）
・街なかへの居住人数 1,000人増（2029年）
・関係人口 500人増（2029年）

目標

取組概要

体制
スケジュール

モビリティ

AI防災

データ連携基盤（都市ＯＳ）

アプリケーション マイレージ事業での市民参加・行動変化

市民向けのアプリ等から得られるデータ活用と、公共交通
利用や、まちあるきでマイレージを付与することによる市民
参加、行動変化で、藤枝市の４Ｋ（健康、教育、環境、
危機管理）施策・まちづくりをデータエビデンスに基づいて
推進

ＡＩを活用したオンデマンド交通で郊外・中山間地域と
中心市街地・商業施設等を結ぶ

中小河川を含めた水位監視と、AIによる危険予測で早
期の避難を促すなど市民の安全を確保

中心市街地と一体的にスマート・コンパクトな都市を実現
する都市基盤整備を実施

将来像

オープンイノベーションの促進による産業育成

データ活用 見守り

実装済
・見守りサービス
・中小河川
水位センサー

2020年度実証
・AI防災
・オンデマンド
交通

2023年度実装
・アプリ開発
・マイレージ
事業

2024年度～実装
・都市OSの構築
・新しいまちづくり
（スマートコンパクトシティ）

水位センサー

データ連係基盤としての都市ＯＳの整備とこれを生かした
オープンイノベーションを推進し、企業立地を促進

都市ＯＳ
と産業育成

ＡＩ防災

モビリティ

データ活用

都市ＯＳ
と産業育成

新しい
まちづくり

取組 実施主体（市は全体に参画）

ＡＩ防災 水位監視 ㈱イｰトラスト
ＡＩ予測 ソフトバンク㈱

モビリティ MonetTechnologies㈱、公共交通事業者

データ活用 アプリ開発 藤枝ICTコンソーシアム
ﾏｲﾚｰｼﾞ事業 藤枝市

都市OS・産業育成 藤枝ICTコンソーシアム、藤枝市
新しいまちづくり 藤枝市

オンデマンド交通

新しいまちづくり

人流解析



高蔵寺ニューモビリティタウン実行計画（春日井市）
交通のベストミックスによる『高蔵寺ニューモビリティタウン』を実現し、新たな若い
世代への居住促進と全ての住民への安らぎを提供し続けることで、持続可能で
暮らしやすいまちを実現。

・要介護等認定率 14.9%（現状） → 20.8％以下 (2024年度)
・転入・転居者数 1,681人/年（現状）→ 1,721人/年(2024年度)
・空き家数 432件（現状） → 400件(2023年度)

目標

取組概要

スケジュール

将来像（石尾台地区）
移動課題を解決する様々な

モビリティを提供
地域の生活を支える
エリアマネジメントの実現

・ゆっくり自動運転 ・相乗りタクシー
・自動運転バス等 ・パーソナルモビリティ

・駐車場マネジメント
・地域見守りシステム
・ゴミ収集車稼働マネジメント

取組を支える基盤
・交通社会ダイナミックマップ

2020年度実装

相乗りタクシー

2021年度実装

地区内移動

基幹交通

エリア内移動

NTの
拠点

地域
拠点

駐車場
マネジメント

地域見守り
システム

ゴミ収集車稼働
マネジメント

地区内移動

モビリティ

春日井市・名古屋大学

エリアマネジメント

体制

ＵＲ都市機構
高蔵寺まちづくり㈱
名鉄協商㈱・日本電気㈱
中部電力㈱

名鉄バス㈱
春日井市内タクシー組合
ＫＤＤＩ総合研究所

移動を支える
NT版MaaS

ラストマイル自動運転

2023年度以降順次実装※

駐車場マネジメント等

※実証実験等の結果を踏まえて調整

移動・生活を支えるサービス
・NT版MaaS



2023年以降順次実装2022年以降順次実装

スマートけいはんなプロジェクト実行計画（けいはんな学研都市）

多様な交通手段とその先にある目的との一体性を高めることでサービスの付加価値
を向上し、地域の活性化を図る。

・AIデバイス利用登録世帯 全世帯の10％
・地域健康ポイントの利用世帯 高齢者世帯の３％
・マイカーでの通勤率40％（現在）→35％ ・買物利用率 81％（現在）→70％
・CO2排出量 -327t/年
※定量目標については、今後取得していくデータ等に基づき設定、改善していく予定

目標

取組概要

体制

将来像
データプラットフォーム（学研都市型MaaS・α）のもと、モビリティ
を中心とした多様なサービスを提供し、外出機会の創出

スケジュール
京都府、NTT西日本

・木津川市
・精華町
・(株)けいはんな
・関西文化学術
研究都市推進
機構

オーシャンブルースマート、
関西学研都市交通、関西電力、京阪バ
ス、ダッソー・システムズ、シスコシステムズ、
国際電気通信基礎技術研究所、島津
製作所、双日、奈良交通、日新電機、
日本テレネット、WILLER、京都スマート
シティ推進協議会

事務局

AIデバイスによる
ライフサポートシェアサイクル 電柱吊り

宅配ボックス
コネクティッドカー
×バイタルデータ デジタルツインラストワンマイル

モビリティ

データプラットフォーム
（学研都市型Maas・α）

移動 健康 運行購買 気象 イベントユーザー
情報

・・・

モビリティサービス

健康医療 エネルギー 可視化

・モビリティハブの整備
・ラストワンマイルモビリティ
・GPS搭載シェアサイクル

・AIデバイスによる健
康管理支援

・電柱吊り宅配ボック
スによる物流効率化

・デジタルツインによる
複数施策の可視化

・木津川市
商工会
・精華町商
工会
・(株)けいは
んな

・脈拍等バイタル
データを解析するコ
ネクテッドカー

行政等 事業参加者商業

ラストワンマイルモビリティ

コネクテッドカー×
バイタルデータによる
安全運転支援

連節バス（幹線交通）

オープン型
宅配BOX

モビリティハブ

見守り・外出
支援

運動能力・移動距離に応
じた外出支援

外出機会の創出・
にぎわいの創出

緊急時の
電源確保

物流効率化

AIデバイスによる
健康サポート

シェアサイクル



・IoT化によるインフラ維持管理コスト削減 20%以上（2023年）
・行政視点での利便性向上NPS 50%（2023年）
・職員一人当たりの域内総生産 10%以上（2023年）

益田サイバースマートシティ実行計画（益田市）
目標

取組概要

スケジュール体制

インフラ管理

事業管理責任者
一般社団法人益田サイバースマートシティ

創造協議会（MCSCC)

IoT基幹インフラ整備
益田市、MCSCC

プロジェクト実装
MCSCC

プロジェクト運営
益田市、MCSCC

プロジェクト実施責任者
益田市長

インフラ
維持管理

医療・健康

見守り支援

ネットワークに接続した血圧計等を通じたモニタリ
ング結果を集約分析することで、健康寿命の延
伸・医療費削減

タグ等による高齢者の位置情報や、乳幼児の
バイタルデータ取得により、弱者の見守りを実現

IoT基幹インフラ
（光ファイバー網

・LPWA）

維持管理
（農地管理）

維持管理（水位監視）維持管理
（道路モニタリング）

医療・健康

見守り支援
（老人・幼児見守り）

小規模河川における水位をリアルタイム監視し、
防災・インフラ維持管理に活用

電気柵のセンシングにより鳥獣被害の状況確認
と人手不足解消

将来像

ＩｏＴ基幹
インフラ

市営の光ファイバー網とＬＰＷＡ網を組み合わ
せて、低コストでのＩｏＴインフラ運用と、民間
活用による市財政の改善

カメラを実装したパトロールカーによる道路モニタ
リングでデータ収集し、 AI によるデータ分析によ
る効率的な維持管理

※健康・医療分野は
一般社団法人益田ヘルスケ
ア推進協議会と連携

課題ごとにWGを官民で構
成し、プロジェクトを推進

市保有光ケーブルを用いたIoT基幹インフラの構築によるインフラ維持管理、
見守り支援、医療健康支援による行政コスト削減の実現と魅力的地域の創出。

実装 2022年実装

IoT基幹インフラ 道路モニタリング 水位・鳥獣被害
モニタリング

見守り医療・健康



2020年実証

中山間地・自立モデル検討事業実行計画（三次市）
自家用旅客運送サービス（支えあい交通）を軸とした、“シームレスな乗
り継ぎサービス”、“貨客混載輸送サービス”、“地域内移動や住民交流の
活性化に資する取組”等を展開することで、持続可能な中山間地型のス
マートコミュニティモデルの構築を目指す。

・支えあい交通サービスの利用件数 175件/年（2019年）→350件/年（2020年）
・域外移動サービスとの連携 バス１社、タクシー２社以上（2020年）

目標

取組概要

体制

将来像
多様な事業者の情報を連携し、マルチプロフィットな交通サービスへ

スケジュール

支えあい交通サービス

シームレスな乗り継ぎ

貨客混載輸送サービス

地域内交流×交通サービス

• 地域の交通事業者と連携し、地域住民に安価な価格帯で
移動サービスを提供

• 支えあい交通や地域の交通の運行情報、車両位置情報
等をリアルタイムで連携、スムーズな乗り継ぎを実現

• 宅配事業者と連携し、支えあい交通の車両を活用した荷物
の集荷・配送のサービスを実現

• 支えあい交通と掛け合わせた、地域内のコミュニケーション活
性化、互助意識の醸成につながるICTソリューションの導入

ＩＴシステム
データベース

ドライバーと出荷・集荷サービス利
用者のマッチング
移動や出荷・集荷の最適な移動
手段・ルートの探索・提示
提示ルートの出発・到着時刻、合
計料金の探索・提示 等

三次市民 支えあい交通 タクシー事業者 宅配事業者バス事業者

2021年実証

貨客混載支えあい交通
事業者間連携

ITシステム

タクシー

宅配トラック

路線バス

タクシー

郷の駅

支えあい
交通

シームレスな
乗り継ぎ

ITシステムで交通事業者との連携
や貨客混載輸送の最適化を実現

地域内の移動を担うデマンド
交通サービスの展開

支えあい交通による貨客混
載輸送サービスの展開

支えあい交通サービスを他
交通事業者と連携して提供

住民の域外への移動に当たって、
支えあい交通と路線バスやタクシー
などのシームレスな乗り換えを実現

：川西地区

シームレスな
乗り継ぎ

連携

連携

支えあい交通の利便性向
上、地域内交流の活性化、
実行体制強化に向けた、地
域住民等へのICTツールの
導入

5Gを活用した遠隔健康
教室等の外出機会を創
出するコンテンツの展開

行
政 三次市川西自治連合会

・川西郷の駅

NTTデータ
経営研究所 マツダ NTTドコモ デンソー

広島県

事業構想策定
住民との調整

全体取りまとめ
事業構想

移動サービス事業 貨客混載サービス
健康医療サービス

地域交流活性化の
取組

事業構想へ
のアドバイス

協議
報告

企
業 地域交流活性化に

向けたICTツール導入 遠隔健康教室５G

※支えあい交通の付加価値向上及び、他サービスとの連携等により、2024年までの地域収益黒字化を目指す。

2024年実装
支えあい交通の付加
価値向上及び、他
サービスとの連携等に
よる地域収益黒字化

（目標）

202５年～

広島県内１６市町の
過疎地域に横展開、
複数地域最適化の
モデル構築



・外出率 80％（2030年度） ・トリップ数 3トリップ/人・日（2030年度）
・滞在時間 0.5時間増（2030年度） ・歩行距離 0.5km増（2030年度）
・笑顔観測数 500人増（2030年度） ・遅い交通分担率 70％ （2030年度）

松山スマートシティプロジェクト実行計画（松山市）
データに基づいて都市マネジメントを行う「データ駆動型都市プランニング」を実装。
様々な都市データの組み合わせにより、歩いて暮らせるまちづくりのほか、健康増進、
地域活性化など複数課題の解決を目指す。

目標

取組概要
先進的技術を用いたデータ駆動型都市プランニングの実装により、
都市空間改変、次世代モビリティ導入等の次世代都市サービス
を提供

スケジュール

将来像

2026年度以降、実装
〇次世代都市サービス
・都市空間改変等
・次世代モビリティ導入（自動運転等）

2023年度実装
〇データ駆動型都市
プランニング
・計画策定、サービス
提供に活用

2022年度実装
〇都市データプラットフォーム
・交通、防災分野の情報を集約
・観光、健康分野への機能拡張

体制

2026年以降、改定・横展開
〇方法論の改定・横展開

公 公民学連携組織

学民

自動車メーカー（予定）
四国旅客鉄道

松山市の将来像検討
都市整備事業の計画検討

松山市

調査企画
データ分析・管理

データ提供

次世代都市
サービスの導入
- City Ride

データ・技術提供
調査実務

行政データ提供
既存事業の調整

愛媛大学
防災情報研究センター

UDCM
松山アーバンデザインセンター

- City Data-Spa
- City Sim
- CityScope

民の主な担当

先進技術の導入

先進技術の導入
- City Probe

復建調査設計
日立製作所

伊予鉄道

【オブザーバー参加】
▶日立東大ラボ
▶東京大学大学院工学系研究科
社会基盤学専攻教授羽藤英二


